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法令の名称・関連条項とその内容

想定される代替案

（遵守費用）

（行政費用）

（その他の社会的費用）

規制の便益

備考

レビューを行う時期又は条件 トップランナー基準の目標年度を経過した時期（２０２１年度）を予定。

・特定エネルギー消費機器となることで、省エネ対策に係る情報を購入者に分かりやすくア
ピールすることができ、間接的に製品購入時のインセンティブ、優先順位へ影響を与えるこ
とが期待できる。
・トップランナー制度導入を通じた効率的な省エネ分野に係る投資が行われ、中長期的には
競争力強化につながるものと考えられる。

・特定エネルギー消費機器自体の省エネ性能が確実に向上するため、エネルギー消費量
の低減によるエネルギー消費コストの低減が見込まれる。

・トップランナー制度を導入することにより、エネルギー消費機器等製造事業者等の技術力
の向上につながるとともに、我が国にエネルギー消費効率の高いショーケースが普及するこ
とは、我が国全体のエネルギーセキュリティの向上や環境適合（温室効果ガス排出削減）に
寄与する。具体的には、出荷台数が１０３．６千台／年で変化しない前提で、基準年度（２００
７年）の総消費電力量３３０，６００ＭＷｈ／年に対し、目標年度（２０２０年）の総消費電力量
は２２５，３００ＭＷｈ／年、すなわち約３２％ものエネルギー消費効率改善が見込まれる。

・政府が水準、手法を定める負担はあるが、基準策定後は任意の自己認証であるた
め、行政機関として、仮に任意の政策効果を確認する必要があるとしても、費用の追
加負担は極めて限定的である。

・製造事業者等が省エネ性能の向上に取り組んだ場合には、研究開発・設備投資のコ
スト回収のための一時的な値上がりが予想されるが、省エネ性能の高い機器の普及
によりコストが回収され、価格が安定していくことから追加費用は限定的である。また、
取り組まない場合には、追加費用は発生しない。このため、省エネ効率が改善する中
で、平均価格が大幅に上昇する可能性は低いと考えられる。

・製造事業者等が省エネ性能の向上に取り組んだ場合には、省エネ対策に係る情報
を購入者に分かりやすくアピールすることができ、間接的に製品購入時のインセンティ
ブ等に寄与する可能性があるものの、任意の措置であることから、取り組まない場合も
あり得るため、トップランナー制度導入と比較してアピール力は弱く、効果は限定的で
あると考えられる。

・製造事業者等が省エネ性能の向上に取り組んだ場合には、機器自体の省エネ性能
が向上するため、エネルギー消費量の低減によるエネルギー消費コストの低減が見込
まれるものの、任意の措置であるため、取り組まない場合もあり得ることから、トップラ
ンナー制度導入と比較して、省エネ性能の向上やコストの低減の効果は限定的である
と考えられる。

・我が国にエネルギー消費効率の高いショーケースが普及することは、我が国全体の
エネルギーセキュリティの向上や環境適合（温室効果ガス排出削減）に寄与するもの
の、任意の措置であることから、取り組まない場合もあり得るため、トップランナー制度
導入よりも、効果は限定的であると考えられる。

有識者の見解その他関連事項

政策評価の結果
（費用と便益の関係の分析等）

・エネルギー消費機器等製造事業者等は、目標年度に告示で定める基準で示すエネル
ギー消費効率の達成が求められるため、扱う製品の設計・仕様の見直しや開発などの対応
が必要となる。２０１２年度の出荷台数も１３４千台あり、研究開発や設備投資に係る追加費
用が見込まれるが、照明装置におけるＬＥＤの採用や、送風機用モータのＤＣ化など、既存
の省エネ技術との組み合わせも可能なため、必ずしもこれら費用が大幅に増加するとは限
らない。
・性能の表示義務への対応については、カタログへの印刷等の費用が追加で必要になると
考えられるが、従来のカタログ等に記載内容を追加することで対応が可能であるため、その
追加費用は限定的である。

・エネルギー消費機器等製造事業者等に対して、目標年度における基準達成について報告
徴収確認作業を行うため（法７９条）、業務が増えることにはなるが、現在、特定エネルギー
消費機器として２８機器の業務執行を実施しており、同様の業務フローとなるため現行の環
境下での実施が可能であり、費用の追加負担は極めて限定的である。

・規制導入時には、エネルギー消費機器等製造事業者等による研究開発・設備投資のコス
ト回収のための一時的な値上がりが予想されるが、省エネ性能の高い機器の普及によりコ
ストが回収され、価格が安定していくことから追加費用は限定的である。なお、これまでに
トップランナー制度を導入してきた機器においても、省エネ効率が改善する中で、平均価格
が大幅に上昇しているような傾向は見受けられない。

便益の要素

トップランナー制度導入に伴い、エネルギー消費機器等製造事業者等や行政機関の追加費用が発生すると考えられるものの、エネルギー消費機器等製造事業者等によるエネル
ギー消費効率の向上、使用者による当該機器の導入促進、これらに伴うエネルギー消費コスト低減等により、省エネ法の目的であるエネルギーの使用の合理化等を総合的に進
めつつ、かつ、エネルギー消費機器等製造事業者等の競争力の強化にも寄与するものであることから、便益が費用を上回ると考えられる。また、過去の品目の実績を踏まえても、
本規制導入による省エネ効果は非常に高く、実効性の高い政策手段であると言える。他方、トップランナー制度導入に対する代替案であるエネルギー消費機器等製造事業者等に
よる任意の措置は、その取組が任意であるが故に、取り組まれない場合もあり得ることから、エネルギー消費機器等製造事業者等や行政機関の追加費用が限定的である一方
で、トップランナー制度導入と比較してエネルギー消費効率の向上等による便益も限定的と考えられる。
先述のとおり、我が国の最終エネルギー消費の推移からも、全体の４割以上を占める産業部門、３割以上を占める家庭・業務部門における省エネ対策のより一層の強化が求めら
れており、この実現のためには、省エネ性能の高い機器の普及を確実に推進できる改正案を講ずべき措置として求めることが適切であると考えられる。
以上に鑑み、国内で大量に使用し、その使用に相当量のエネルギーを消費し、エネルギー消費効率が改善する余地のある「ショーケース」について新たにトップランナー制度の特
定エネルギー消費機器に追加し、省エネ性能の向上を進める措置を講じていくことは、妥当なものであると考えられる。

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会（現「省エネルギー小委員会」）において、ショーケースを新たに特定エネルギー消費機器として指定することについて、現行の
省エネ法で規定されている３つの要件、①我が国において大量に使用されているエネルギー消費機器であること、②その使用に際し相当量のエネルギーを消費するエネルギー消
費機器であること、③そのエネルギー消費機器に係るエネルギー消費効率向上を図ることが特に必要なものであることを満たしていることが確認された。その後、「業務用冷蔵庫
及びショーケース等判断基準小委員会」が設置され、基準策定に関する基本的考え方（原則）に基づき、目標年度や目標基準値、測定方法など技術的な議論を含めた審議・取り
まとめを行い、パブリックコメント等を経て、総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会及び総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー
小委員会業務用冷蔵庫及びショーケース等判断基準ワーキンググループにおいて了承され、新たに特定エネルギー消費機器として追加することが妥当とされた。

代替案1の場合

・製造事業者等が省エネ性能の向上に取り組んだ場合には、製品の設計や仕様の見
直し等のための研究開発や設備投資に係る追加費用が必要となるが、任意の措置で
あることから、製造事業者等が市場動向や企業経営などの観点から必要と認める範
囲内で投資を行うことになるため、追加費用は限定的である。また、取り組まない場合
には、追加費用は発生しない。

・性能の表示については、製造事業者等が取り組んだ場合には、カタログへの印刷等
の追加費用が必要であるが、従来のカタログ等に記載内容を追記することで対応が可
能であるため、その追加費用は限定的である。また、取り組まない場合には、追加費
用は発生しない。

規制の事前評価書（要旨）

規制の費用

規制の目的、内容及び必要性等

評価実施時期

政策の名称

（１）規制の目的
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」という。）は、内外におけるエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の有効な利用の確保に資するため、
工場等、輸送、建築物、機械器具等についてのエネルギーの使用の合理化に関する所要の措置、電気の需要の平準化に関する所用の措置その他エネルギーの使用の合理化等を総合
的に進めるために必要な措置等を講ずることとし、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的としている。
これまで機械器具においては、国内において大量に使用され、かつ、エネルギーを大量に消費しているようなエネルギー消費機器（以下「特定エネルギー消費機器」という。）を２８機器定
め、その製造又は輸入の事業を行う者（以下「エネルギー消費機器等製造事業者等」という。）に対してエネルギー消費効率の向上努力を求めてきたところ。
今回の改正は、特定エネルギー消費機器として新たに「ショーケース」を省エネ法の対象品目に追加することで、より一層の省エネを進めることを目的とするものである。

２）規制の内容
現行の省エネ法では、特定エネルギー消費機器に対して、現在商品化されている製品のうちエネルギー消費効率が最も優れている機器の性能等を勘案した基準（トップランナー基準）を
定め、それらのエネルギー消費機器等製造事業者等に対して当該基準を達成するようエネルギー消費効率の向上を義務付けてきた（いわゆる「トップランナー制度」）。これまで２８機器を
トップランナー制度の対象機器としている。
具体的には、エネルギー消費機器等製造事業者等は、個別の機器ごとに定めた目標年度において、出荷した製品のエネルギー消費効率と出荷台数の加重平均値を算出し、製品区分ご
とに設定された基準値を上回るよう努めなければならない。
基準値を達成しなかったエネルギー消費機器等製造事業者等には、未達成となった理由や効率改善に向けた今後の対応を報告させ、当該対応によっても効率改善が不十分な場合に
は、経済産業大臣が勧告を行い、さらに、本勧告に従わなかった場合には事業者名の公表、命令といった措置がなされる。また、命令に従わなかった場合には１００万円の罰金に処すこと
としている。
また、特定エネルギー消費機器として品目追加された場合、その製品に係るエネルギー消費機器等製造事業者等においては、消費者が購入する際にエネルギー消費効率に関する情報
を取得できるように指定された表示（品名、エネルギー消費効率、エネルギー消費機器等製造事業者等名等）を行うことが省エネ法（第８０条）において規定され、これにも対応することが
求められる。本件についても罰則規定等が設けられている。
なお、これら勧告等の対象とすることが、技術的・資力的な観点から社会的に妥当である者に限定するため、勧告等の対象となる要件として、特定エネルギー消費機器ごとの国内年間総
出荷量の０．１％程度を目安とし、以下の数値を定めることとする。
要件：１００台　（国内年間総出荷台数：１３４千台）

（３）規制の必要性
我が国の最終エネルギー消費の推移を見ると、近年横ばいにあるものの全体の４割以上を占める産業部門、また、産業、運輸部門に比べ増加が顕著であり全体の３割以上を占める家
庭・業務部門においては、省エネ対策のより一層の強化が求められている。この実現のためには、エネルギーを使用する段階だけでなく、まず、機械器具自体が高効率な使用を実現でき
る性能を有していることが重要である。
これまで、トップランナー制度の対象となった機器は、エネルギー消費効率に相当程度の改善が見られている。
そこで、現在導入されている特定エネルギー消費機器に加えて、国内で大量に普及し、その使用に相当量のエネルギーを消費し、エネルギー消費効率が改善する余地のあるショーケース
についても新たに特定エネルギー消費機器に追加し、省エネ性能の向上を進める措置を講じることが必要である。

政府が定める水準及び測定手法によってエネルギー消費機器等製造事業者等が自己認証を行い、当該性能の表示等を実施して性能の向上を図る。

費用の要素 代替案1の場合

［名　　　称］エネルギーの使用の合理化に関する法律施行令
［関連条項］
・特定エネルギー消費機器（第２１条）
・特定エネルギー消費機器等のエネルギー消費機器等製造事業者等に係る生産量又は輸入量の要件（第２２条）
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